
平成 29 年度予算編成方針 

 

 

平成 27 年度決算（普通会計）において公表された実質公債費比率は 10.4%（H26:11.3%）、将

来負担比率も 44.2%（H26：61.4%）に改善したところである。一方、財政構造の弾力性を示す経

常収支比率は 90.8%（H26:89.5%）となっており、財政健全化に向けた一定の成果が表れつつあ

るものの、経常経費の割合が、高水準で推移していることから、引き続き本市の財政状況は、厳

しい状況にある。 

国の景気は、緩やかな回復基調が続いており、雇用情勢も改善しているものの、賃金における

定期給与は横ばいで推移していることなどから、税収の大幅な伸びは期待できない。また、普通

交付税の合併算定替えによる特例措置の段階的縮小が始まっており、平成 28 年度においては、

前年度に比較して約 2.4 億円が削減され、今後も一般財源の減少は避けられない状況となってい

る。一方、歳出面では、社会保障関連経費の自然増や老朽化が進む施設の維持補修費の増加も想

定され、政策的に自由に使うことができる財源はより限られたものとなっている。 

このような中、平成 28 年度からスタートした第２次総社市総合計画に沿った施策への取組を

進めるためには、財政を含めた本市の現状を全職員が自らの問題として十分に理解し、共通認識

を持つことが必要であり、この認識のもと、次の事項に留意し、予算編成に取り組むこととする。 

 

 

記 

 

 

１  本予算は年間総合予算として編成することから、歳入、歳出とも年間見通しに基づき、年度

途中において安易に補正措置を講ずることのないよう漏れなく計上するとともに、積算に当た

っても、過小または過大とならないよう十分な精査を行うこと。 

２ 当初予算の要求に当たっては、一般財源ベースで、平成 28 年度当初予算額から当該年度に

限り予算措置されたもの等を減じた額から約１．２％削減した額を上限とする。 

３ 厳しい財政状況ではあるが、事業の選択と集中を勘案した上で、地域密着型の施策はもとよ

り、「全国屈指の福祉文化先駆都市」の実現、「グランドデザイン改革」に向けた各種施策の着

実な推進を図ること。 

４ 「全国屈指の福祉文化先駆都市」の実現に向けた具体的な施策における単市負担の新規・拡

充メニューに係る財源確保については、原則としてふるさと納税の純利益中、「なんでも応援

団」部分を上限とする。 

５ 社会資本整備については、来年度を「グランドデザイン改革元年」と位置付け、市全体の将

来的発展に必要不可欠な施策の推進を図ること。 

６ 事務事業の計画に当たっては、市民ニーズを的確に把握するとともに、経費が住民の税金等

によって賄われているとの原点に立ち、その目的や効果を念頭に置いたものとし、緊急性・優

先度を十分検討したうえで重点的に選択すること。 

７ 新規事業の創設、既存事業の拡充については、｢スクラップ・アンド・ビルド｣の大原則のも

と、既存事業の徹底した見直しにより、財源の捻出に努めること。特に、所期の目的を達成し

たものや、社会経済情勢の変化により必要性が減少した既存の事務事業については、廃止や縮

小を図ること。なお、こうした事業の再編により、新規・拡充事業を予算要求する場合は、優

先的に予算措置するものとする。 

８  来年度も大幅な財源不足が見込まれることから、各種財源については、見直し等十分検討の

うえ、その確保に努めること。 

  また、収入未済額については、その収納に最大限努めるとともに、督促手数料や延滞金の徴

収など、一層の負担の適正化に努めること。 


